
・現在、科研費は研究者にとってだけでなく、研究機関にとっても基盤的な研究費として大変重要な研究費と認識さ
れていますので、研究機関が研究者に科研費への応募を促すこともあるかと思います。
・科研費の応募は研究者の発意に基づいて行われるものであり、各研究機関において科研費に応募させることを目
的化することは望ましくなく、応募者は自らの責任において研究計画を立案する必要があります。
・研究者は、研究計画調書の作成にあたって、十分な準備と推敲を重ね、質の高い研究計画を応募するよう心掛け

てください。

・応募研究課題が採択された研究者は、研究実施者として関係法令や補助条件等を遵守し、研究を実施することに
なります。文部科学省・日本学術振興会では、科研費の使い勝手が良くなるよう、運用上の改善を図っています。
・科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものですので、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
・研究者は、公的研究費を使用する者として、研究者倫理の自覚の下に、不正使用や不正受給、不正行為を決して
行うことなく、研究活動に従事してください。

・科研費の審査には、毎年7,000名以上の研究者（科研費採択者等）が審査委員として参画し、公正で透明性の高
い審査システムを支えています。
・審査委員が担当する書面審査の件数を減少させるなどの改善を図っていますが、現在、新規応募件数は10万件
を超えております。
・研究者にとって、審査委員として優れた研究計画を見出すことは、科研費によって優れた研究成果を創出すること
と同様、学術研究を支えるためにも重要なことですので、積極的な御協力をお願いします。

「応募者」としての責務

「研究実施者」としての責務

「審査委員」としての責務

研究者が支える科研費制度－研究者には３つの「責務」がある－
※令和元年9月 科研費事業説明会資料より

別紙１
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新しい審査システムに関する
アンケートについて

令和２年１月29日

研究事業部

1

別紙２

アンケートの概要

2

○主旨
旧審査方式（二段審査方式）と新しい審査方式（総合審査、２段階書面審査）の両方を経験したことの
ある審査委員に対し、アンケートを実施することで、新しい審査方式で改善された点の検証と更なる改
善に向けた検討に活用する。

○対象者
平成３１年度審査の基盤研究（Ａ・Ｂ・Ｃ）、若手研究、挑戦的研究を担当した審査委員のうち、旧審査
方式において書面審査または合議審査のどちらか一方でも審査した経験がある審査委員。

○調査時期
平成３１年４月～６月

○調査件数

○調査方法
WEBによるアンケート

○アンケートの全項目
スライド１９以降参照

総合審査 ２段階書面審査
合計基盤研究

（A）
挑戦的
研究

基盤研究
（B）

基盤研究
（C）

若手研究

対象者数 713 347 366 2,952 1,099 1,165 688 3,665
回答者数 455 227 228 1,620 577 667 376 2,075
回答率 63.8% 65.4% 62.3% 54.9% 52.5% 57.3% 54.7% 56.6%
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（参考資料）審査方式の見直し（新旧比較）

3

アンケートの結果（抜粋版）

4

旧審査方式（二段審査方式）と新しい審査方式（総合審査、２段階書面審査）の両方を経験したことのあ
る審査委員に対し、新しい審査方式についてアンケートを実施。

新しい審査方式については、以下のとおり、おおむね好意的な結果（詳細は各スライド参照）。

【総合審査について】
●旧審査方式に比べ、合議審査が充実し審査が深まったと思うか？（回答者数206名）という質問に対し、
「思う」又は「やや思う」の割合が９０％以上（スライド８）

●総合審査方式の良いと思うこと(○)、改善すべきと思うこと(△)（自由記述等の抜粋）（スライド１１～１３）
○ 自身の専門とは多少離れた分野でも、合議審査において意見を聞くことで理解を深めることができた。
○ 書面審査と合議審査を同一の審査委員が行うため、審査に対する責任感と応募課題への理解が増し、
より慎重で公正な審査が可能となる。

○ 合議審査の過程で、挑戦的研究の審査基準の解釈の確認ができた。
△ すべての応募課題に１つ１つ目を通す必要があるため、（一人当たりの）審査件数を減らすことはできな
いか。

△ 合議審査の時間にも限りがあるため、書面審査の上位数％のみを対象とすることや審査会冒頭の概要
説明を省略することはできないか。

【２段階書面審査について】
●旧審査方式に比べ、応募課題への理解を深めた上で審査ができたと思うか？（回答者数451名）という質問に対し、
「思う」又は「やや思う」の割合が８５％以上（スライド８）

●２段階書面審査方式の良いと思うこと(○)、改善すべきと思うこと(△)（自由記述等の抜粋）（スライド１６～１８）
○ 他の審査委員の評価や意見が分かるので、自身の審査の妥当性を客観的に見直せることや、審査委員
の質の向上が期待できる。

○ 1段階目と2段階目の審査を同一の審査委員が行うことで、十分に応募内容を把握した上で2段階目を行
うため、効率化が図られている。

△ 自身の専門とは多少離れた分野の審査が困難であった。
△ 他の審査委員の審査意見が短かったり、具体性に欠けていたりして、理解することが難しいものがあった
ため、審査委員によって基準が異ならないように、審査意見の書き方を統一してほしい。
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回答者の属性

5

所属機関の種別 現在の職位

63.9%7.5%

22.6%

6.0%

国立大学（大学共同利用機関法人含む）

公立大学

私立大学

その他

78.7%

11.8%

1.0%0.6%
8.0%

教授 准教授 講師 助教 その他

回答者数
2,075名

回答者数
2,075名

回答者の属性

6

年齢別人数 経験した旧審査方式

68.3%
2.5%

29.2%

第一段書面審査のみ

第二段合議審査のみ

どちらも経験したことがある

0
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人
数
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人
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（歳）
以
上

以
下

回答者数
2,075名
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集計結果

7

8

アンケート項目① 総合審査、２段階書面審査
【対象】

旧審査方式で「第二段合議審査」を経験した者の
うち、今回、総合審査を経験した者（回答者数206名）

58.9%
31.5%

8.1%

1.5%

思う やや思う あまり思わない 思わない

【質問】

①旧審査方式（二段審査方式）に比べ、合議審査
が充実し審査が深まったと思いますか？

* 9名未回答

44.4%

42.3%

10.8%

2.5%

思う やや思う あまり思わない 思わない

【対象】

旧審査方式で「第二段合議審査」を経験した者のう
ち、今回、２段階書面審査を経験した者（回答者数451名）

【質問】

①旧審査方式（二段審査方式）に比べ、応募課題
への理解を深めた上で審査ができたと思います
か？

* 16名未回答

「思う」又は「やや思う」の回答割合は、総合審査が約９０％、２段階書面審査が約８７％。
⇒ 旧審査方式と比較して、全体的に審査が深まったと考えられる。

総合審査の方が、２段階書面審査より、「思う」の割合が約１．３倍高い。
⇒ 合議審査を行うことで、さらに審査への理解が深まっている。

回答者数
197名*

回答者数
435名*
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アンケート項目②③ 総合審査

42.4%

46.6%

9.2%

1.8%

思う やや思う あまり思わない 思わない

【質問】

②御自身の専門とは多少離れた分野の応募課題
でも、議論をした上で内容の理解を深め審査を
進めることができたと思いますか？

38.7%

49.0%

11.2%

1.1%

思う やや思う あまり思わない 思わない

【質問】

③御自身の分野に近い応募課題について、他の
審査委員の理解を深めることに貢献できたと思
いますか？

審査の理解度を問う質問②、③において、いずれも、「思う」又は「やや思う」が約８７％以上。
⇒ 自身の専門と多少離れた分野の審査委員の間であっても、議論を通じて概ね内容を理解して審査できたと考え
られる。

質問②、③とも、「あまり思わない」又は「思わない」が約１０％。
⇒ 自身の専門と多少離れた分野の審査委員の間での理解には、まだ改善の余地がある。

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、総合審査を経験
した者（回答者数455名）

回答者数
455名

回答者数
455名

27.5%

64.2%

6.8%
1.5%

十分納得することができた 概ね納得することができた

あまり納得することができなかった 納得できなかったものが多かった

10

アンケート項目④ 総合審査

「十分納得することができた」又は「概ね納得することができた」の回答割合が約９２％

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、総合審査を経験
した者（回答者数455名）

【質問】

④書面審査時の御自身の意見と異なった意見が出たとしても、議論を行うことで納得することができ
ましたか。

回答者数
455名
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アンケート項目⑤⑥＜１／３＞ 総合審査

33.2%

41.8%

34.7%

17.4%

35.2%

旧審査方式（二段審査方式）に比べ審

査負担が増した

すべての応募課題に１つ１つ目を通す

必要があるとは言え、限界があった

自分の専門とは多少離れた分野の応

募課題に対して、自分の意見を主張し

にくかった

特になし

その他（具体的な改善すべきと思うこと

を下記入力欄にご記入ください）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
回答者数455名に対する割合

【質問】⑤今回実施した新しい審査方式である「総合
審査方式」の良いと思うことについて選択し
てください。（複数選択可）

【質問】⑥今回実施した新しい審査方式である「総合
審査方式」の改善すべきと思うことについて
選択してください。（複数選択可）

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、総合審査を経験
した者（回答者数455名）

84.2%

84.6%

39.6%

2.2%

10.8%

書面審査における他の審査委員の意

見を、合議審査で直接聞くことができた

合議審査で議論が深まり、自分の気づ

かなかった点について理解が深まった

すべての応募課題に１つ１つ目を通し、

きめ細やかに議論することができた

特になし

その他（具体的な良いと思うことを下記

入力欄にご記入ください）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
回答者数455名に対する割合

12

【「その他」の主な意見（下線: 多かった意見; ★: 「挑戦的研究」に特有の意見）】

自身の専門とは多少離れた分野でも、合議審査において意見を聞くことで理解を深めることができた。

書面審査と合議審査を同一の審査委員が行うため、審査に対する責任感と応募課題への理解が増
し、より慎重で公正な審査が可能となる。

（★）合議審査の過程で、挑戦的研究の審査基準の解釈の確認ができた。

（★）事前選考により総合審査での審査件数を絞り込んだため、合議審査で一つ一つ目を通して議
論することができた。この審査方式が合理的で妥当な方法であると思う。

【質問】⑤今回実施した新しい審査方式である「総合審査方式」の良いと思うことについて選択してく
ださい。（複数選択可）

【「その他」の主な意見（下線: 多かった意見; ★: 「挑戦的研究」に特有の意見）】

（専門性や研究分野に対する懸念）
審査委員の専門分野に偏りがあると、合議審査の際に議論や評価が偏る可能性があるため、評価
が偏らないよう複数の専門分野の審査委員を配置するなどした方が良い。
自身の専門とは多少離れた分野の審査の評価が困難であった。

【質問】⑥今回実施した新しい審査方式である「総合審査方式」の改善すべきと思うことについて選
択してください。（複数選択可）

アンケート項目⑤⑥＜２／３＞ 総合審査

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、総合審査を経験
した者（回答者数455名）
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【「その他」の主な意見（下線: 多かった意見; ★: 「挑戦的研究」に特有の意見）】（つづき）

（審査の進め方）
合議審査の時間にも限りがあるため、書面審査の上位数％のみを対象とすることや審査会冒頭の
概要説明を省略することはできないか。
（★）挑戦的研究において、合議審査で議論を重ねすぎることによって、かえって無難・保守的な課題
を採択するおそれがあるのではないか。書類審査のみの方が、思い切って挑戦性を評価できる場合
もあると思った。

（審査の基準）
（★）最初に、真に挑戦性を有しているかを判断し、その後、挑戦性の優劣、研究計画の論理性など
を判断する方法もあるのではないか。

（審査スケジュール）
重複応募に伴う「基盤研究（A）」の廃止をなくすため、「特別推進研究」、「基盤研究（S）」から採択を
決めるなど、審査スケジュールを見直す必要があるのではないか。
書面審査から合議審査までの期間が長いため、記憶が鮮明なうちに合議審査をできないか。

（その他全般）
審査負担が増しているため、審査委員を増員するなどの対策をしてほしい。

【質問】⑥今回実施した新しい審査方式である「総合審査方式」の改善すべきと思うことについて選択してください。
（複数選択可）

アンケート項目⑤⑥＜３／３＞ 総合審査

質問⑤において、良いと思うことが「特になし」の回答割合が少ない。
⇒ 多くの審査委員が何らかのメリットを感じていると考えられる。
質問⑥において、各改善すべき点について、その必要性を感じた者が約４０％存在する。

⇒ 学術研究の過度の細分化（たこつぼ化）を是正し、多角的な審査を行うという審査システム改革の趣旨
に照らすと、総合審査方式は審査委員の理解度を深めるのに役立つなど、ある程度効果があったと考
えられる一方で、審査負担の面や、合議審査時の時間配分などについては、まだ改善の余地がある。

14

アンケート項目②③ ２段階書面審査

44.9%
45.4%

8.5%

1.2%

思う やや思う あまり思わない 思わない

【質問】

②２段階目の審査において、他の審査委員の評
価を踏まえ内容を理解し審査をすることができ
たと思いますか。

15.3%

44.7%

33.7%

6.3%

思う やや思う あまり思わない 思わない

【質問】

③２段階目の審査において、他の審査委員の評
価を踏まえ納得した上で、御自身が１段階目の
審査で付した評価を変更するようなことはありま
したか。

質問②で「思う」又は「やや思う」が約９０％を占めるのに対し、質問③は「やや思う」又は「あまり
思わない」が主だった。

⇒ 質問③の回答が「思う」や「思わない」に過度に偏っていないことから、他の審査委員の意見をある程度
理解して参考にしつつも、完全にそれに流されることなく評点を付していることが考えられる。

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、２段階書面審査
を経験した者（回答者数1,620名）

※思う：評価を変更することがあった
思わない：評価を変更することはなかった

回答者数
1,620名

回答者数
1,620名
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35.4%

58.2%

5.5%
0.9%

効率化が進んだ ある程度効率化ができた

あまり効率化できたと思わない 効率化できていない

15

アンケート項目④ ２段階書面審査

「効率化が進んだ」又は「ある程度効率化ができた」の回答割合が約９４％
⇒ 審査の効率化がある程度図られていることがわかる。

【質問】

④応募件数が多い研究種目を対象とする新しい審査方式（２段階書面審査方式）では合議審査を実
施していませんが、旧審査方式（二段審査方式）に比べて審査の効率化が図られていると思いま
すか。

回答者数
1,620名

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、２段階書面審査
を経験した者（回答者数1,620名）

16

アンケート項目⑤⑥＜１／３＞ ２段階書面審査

【質問】⑤今回実施した新しい審査方式である「２段階書
面審査方式」の良いと思うことについて選択し
てください。（複数選択可）

【質問】⑥今回実施した新しい審査方式である「２段階書
面審査方式」の改善すべきと思うことについて
選択してください。（複数選択可）

63.3%

83.4%

45.7%

3.7%

6.9%

合議審査を省くことができ、また電子申請

システムによる審査のため自分の都合の

良い時に審査できるため、審査の効率化

が図られている

2段階目の審査の際、1段階目での他の
審査委員の意見を確認し再検討すること

ができた

1段階目・2段階目の書面審査を実施する
ことで、最終的な採否まで携わることがで

きた

特になし

その他（具体的な良いと思うことを下記入

力欄にご記入ください）

0% 20% 40% 60% 80%100%
回答者数1,620名に対する割合

8.3%

21.0%

35.8%

37.7%

18.5%

旧審査方式（二段審査方式）に比べ審査負

担が増した

2段階目の審査の際に1段階目での他の審
査委員の意見を確認できるとは言え、自分

の評価を変更するまでには至らなかった

自分の専門とは多少離れた分野の応募課

題に対して、評価をすることが難しかった

特になし

その他（具体的な改善すべきと思うことを下

記入力欄にご記入ください）

0% 20% 40% 60% 80% 100%
回答者数1,620名に対する割合

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、２段階書面審査
を経験した者（回答者数1,620名）

-38--38-



アンケート項目⑤⑥＜２／３＞ ２段階書面審査

17

【質問】

⑤今回実施した新しい審査方式である「２段階書面審査方式」の良いと思うことについて選択してくだ
さい。（複数選択可）

【「その他」の主な意見（下線: 多かった意見）】

他の審査委員の評価や意見が分かるので、自身の審査の妥当性を客観的に見直せることや、
審査委員の質の向上が期待できる。

1段階目と2段階目の審査を同一の審査委員が行うことで、十分に応募内容を把握した上で2
段階目を行うため、効率化が図られている。

顔を合わせないため、その場の雰囲気に流されることがなくなり、各審査委員の意見を公平に
判断できる。

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、２段階書面審査
を経験した者（回答者数1,620名）

質問⑤において、良いと思うことが「特になし」の回答割合が少ない。
⇒ 多くの審査委員が何らかのメリットを感じている。

質問⑥において、改善すべき点は「特になし」という意見が約４０％であったが、その他の意見として「自分の専門とは多
少離れた分野の審査が困難」という意見や、「審査意見の書き方を統一してほしい」という意見があった。

⇒ 「従来より広い審査区分を導入する」という審査システム改革の趣旨や、十分かつ具体的な審査意見を記入する重要性
について、引き続き審査委員に周知していくことが考えられる。

アンケート項目⑤⑥＜３／３＞ ２段階書面審査

18

【「その他」の主な意見（下線: 多かった意見）】

（専門性や研究分野に対する懸念）
自身の専門とは多少離れた分野の審査が困難であった。

（審査情報の充実）
他の審査委員の審査意見が短かったり、具体性に欠けていたりして、理解することが難しいものがあったため、
審査委員によって基準が異ならないように、審査意見の書き方を統一してほしい。
意見交換する場がないまま文章だけを見て判断することとなるため、２段階目のボーダー付近のみ合議審査と
する、３段階目を設ける（意見に対して再度意見をする）など、意見交換ができる場を設けた方がより適正な判
断ができるのではないか。
他の審査委員の専門分野が分かった方が審査意見を参考にする上で役に立つ。
２段階目の審査を行うときに、総合評点以外にも、１段階目の書面審査で審査委員全員が付した評定要素ごと
の評点の情報があると、より適切な評価ができるのではないか。

（審査の進め方）
明らかに自分と大きく評価が異なる審査委員がいて納得できない場合、意見できる仕組みがあることが、本来
は望ましい。

【質問】⑥今回実施した新しい審査方式である「２段階書面審査方式」の改善すべきと思うことについて選択してくだ
さい。 （複数選択可）

【対象】

旧審査方式（「第一段書面審査」又は「第二段合議審査」）を経験した者のうち、今回、２段階書面審査を経験した者
（回答者数1,620名）
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（参考）アンケートの全項目

19

（参考）アンケートの全項目＜１／５＞

＜回答者の属性＞

所属機関の種別： １ 国立大学（大学共同利用機関法人含む） ２ 公立大学 ３ 私立大学 ４ その他
現在の職位： １ 教授 ２ 准教授 ３ 講師 ４ 助教 ５ その他
年齢： １ ～39歳 ２ 40～49歳 ３ 50～59歳 ４ 60歳～69歳 ５ 70歳～
平成２９年度審査以前に経験したことのある旧審査方式（ニ段審査方式）：

１ 第一段書面審査のみ ２ 第二段合議審査のみ ３ どちらも経験したことがある

＜平成３１年度審査（総合審査）の審査委員に対する質問＞

①旧審査方式（二段審査方式）の合議審査においては、合議審査を担当する審査委員とは別の審査
委員による書面審査の意見を参考に、主としてボーダーライン付近の応募課題を中心に議論してい
ました。今回実施した新しい審査方式である「総合審査方式」では書面審査と合議審査と同じ審査委
員が実施いたしましたが、旧審査方式（二段審査方式）に比べ、合議審査が充実し審査が深まったと
思いますか（※質問①は旧審査方式（ニ段審査方式）で「第二段合議審査」をご経験された方のみご
回答をお願いします。）。
１ 思う
２ やや思う
３ あまり思わない
４ 思わない

20
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（参考）アンケートの全項目＜２／５＞

＜平成３１年度審査（総合審査）の審査委員に対する質問＞（つづき）

②今回の審査では、御自身の専門とは多少離れた分野の応募課題でも、議論をした上で内容の理解
を深め審査を進めることができたと思いますか。
１ 思う
２ やや思う
３ あまり思わない
４ 思わない

③今回の審査では、御自身の分野に近い応募課題について、他の審査委員の理解を深めることに貢
献できたと思いますか。
１ 思う
２ やや思う
３ あまり思わない
４ 思わない

④今回の審査では、書面審査時の御自身の意見と異なった意見が出たとしても、議論を行うことで納
得することができましたか。
１ 十分納得することができた
２ 概ね納得することができた
３ あまり納得することができなかった
４ 納得できなかったものが多かった

21

（参考）アンケートの全項目＜３／５＞

＜平成３１年度審査（総合審査）の審査委員に対する質問＞（つづき）

⑤今回実施した新しい審査方式である「総合審査方式」の良いと思うことについて選択してください。
（複数選択可）
１ 書面審査における他の審査委員の意見を、合議審査で直接聞くことができた。
２ 合議審査で議論が深まり、自分の気づかなかった点について理解が深まった。
３ すべての応募課題に１つ１つ目を通し、きめ細やかに議論することができた。
４ 特になし

⑥今回実施した新しい審査方式である「総合審査方式」の改善すべきと思うことについて選択してくださ
い。（複数選択可）
１ 旧審査方式（二段審査方式）に比べ審査負担が増した。
２ すべての応募課題に１つ１つ目を通す必要があるとは言え、限界があった。
３ 自分の専門とは多少離れた分野の応募課題に対して、自分の意見を主張しにくかった。
４ 特になし

上記の選択肢に無いことで、お気づきの点があればご記入をお願いします。

22
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（参考）アンケートの全項目＜４／５＞

＜平成３１年度審査（２段階書面審査）の審査委員に対する質問＞

①旧審査方式（二段審査方式）の合議審査においては、合議審査を担当する審査委員とは別の審査
委員による書面審査の意見を参考に、主としてボーダーライン付近の応募課題を中心に議論してい
ました。平成３０年度助成（平成２９年度に実施した審査）からは同じ審査委員が２回書面審査を行う
２段階書面審査を導入しましたが、旧審査方式（２段審査方式）に比べ応募課題への理解を深めた
上で審査ができたと思いますか（※質問①は旧審査方式（ニ段審査方式）で「第二段合議審査」をご
経験された方のみご回答をお願いします。）。
１ 思う
２ やや思う
３ あまり思わない
４ 思わない

②今回の審査では、２段階目の審査において、他の審査委員の評価を踏まえ内容を理解し審査をする
ことができたと思いますか。
１ 思う
２ やや思う
３ あまり思わない
４ 思わない

③今回の審査では、２段階目の審査において、他の審査委員の評価を踏まえ納得した上で、御自身が
１段階目の審査で付した評価を変更するようなことはありましたか。
１ あった
２ ややあった
３ あまりなかった
４ なかった 23

（参考）アンケートの全項目＜５／５＞

＜平成３１年度審査（２段階書面審査）の審査委員に対する質問＞（つづき）

④応募件数が多い研究種目を対象とする新しい審査方式（２段階書面審査方式）では合議審査を実施
していませんが、旧審査方式（二段審査方式）に比べて審査の効率化が図られていると思いますか。
１ 効率化が進んだ
２ ある程度効率化ができた
３ あまり効率化できたと思わない
４ 効率化できていない

⑤今回実施した新しい審査方式である「２段階書面審査方式」の良いと思うことについて選択してくださ
い。（複数選択可）
１ 合議審査を省くことができ、また電子申請システムによる審査のため自分の都合の良い時に審
査できるため、審査の効率化が図られている。

２ ２段階目の審査の際、１段階目での他の審査委員の意見を確認し再検討することができた。
３ １段階目・２段階目の書面審査を実施することで、最終的な採否まで携わることができた。
４ 特になし

⑥今回実施した新しい審査方式である「２段階書面審査方式」の改善すべきと思うことについて選択し
てください。（複数選択可）

１ 旧審査方式（二段審査方式）に比べ審査負担が増した。
２ ２段階目の審査の際に1段階目での他の審査委員の意見を確認できるとは言え、自分の評価を
変更するまでには至らなかった。

３ 自分の専門とは多少離れた分野の応募課題に対して、評価をすることが難しかった。
４ 特になし

上記の選択肢に無いことで、お気づきの点があればご記入をお願いいたします。 24
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※表に記載している数字は全て新規採択分のみ。また、金額は直接経費（千円）のみ。

＜試算１＞ 種目の性格、現状を考慮しつつ、主要種目の全体の新規採択率を30％として試算（※）すると、所要額（総配分額）は
約2,458億円。令和元年度配分額と比較し、更に約304億円必要。

※令和元年度の種目・配分実績に基づき試算。

〇 間接経費は一律30％
〇 令和元年度の配分額（総配分額）

・新規：66,141,270千円 ・新規+継続：165,700,723千円 → 新規と新規+継続の比率は概ね １：2.51

種目の性格、現状を考慮しつつ、全体の新規採択率を30％とした場合の試算
○ 新規所要額（総配分額）：75,324,194千円 × 1.3 × 2.51 = 245,782,845千円

令和元年度総配分額からの差額は 30,371,905千円

種目の性格、現状を考慮しつつ全体の新規採択率を30％とした場合

＜試算１＞
令和元年度 当面の目標

研究種目 応募件数 採択件数 採択率 １課題当たり
の平均配分額 配分額 平均充足率 採択件数 採択率 所要額 令和元年度配

分額との差額

特別推進研究 106 12 11.3% 93,583 1,123,000 87.9% 16 15.0% 1,497,333 374,333
新学術領域研究（研究領域提案型）
（計画研究） 1,557 157 10.1% 26,121 4,101,000 81.8% 234 15.0% 6,112,314 2,011,314
新学術領域研究（研究領域提案型）
（公募研究） 3,522 809 23.0% 2,575 2,083,070 83.0% 1,057 30.0% 2,721,775 638,705
基盤研究（Ｓ） 659 81 12.3% 38,454 3,114,800 81.7% 132 20.0% 5,075,970 1,961,170
基盤研究（Ａ） 2,412 605 25.1% 11,763 7,116,900 74.7% 724 30.0% 8,516,753 1,399,853
基盤研究（Ｂ） 11,396 3,327 29.2% 5,068 16,862,200 71.2% 3,419 30.0% 17,328,483 466,283
基盤研究（Ｃ） 45,758 12,918 28.2% 1,210 15,632,800 67.0% 13,727 30.0% 16,611,817 979,017
挑戦的研究（開拓） 699 81 11.6% 6,968 564,400 99.7% 105 15.0% 731,630 167,230
挑戦的研究（萌芽） 10,815 1,388 12.8% 2,337 3,243,600 98.7% 1,622 15.0% 3,790,432 546,832
若手研究 19,590 7,831 40.0% 1,294 10,130,700 64.8% 7,836 40.0% 10,137,168 6,468
研究活動スタート支援 3,744 1,403 37.5% 1,011 1,418,900 74.3% 1,498 40.0% 1,514,977 96,077
国際共同研究強化（B） 1,599 280 17.5% 2,678 749,900 70.7% 480 30.0% 1,285,543 535,643
合計 101,857 28,892 28.4% 2,289 66,141,270 30,850 30.3% 75,324,194 9,182,924

別紙３

※目標欄の採択件数は、応募件数を令和元年度と同数と仮定して、採択率から算出。
※所要額は、1課題当たりの平均配分額に採択件数をかけて算出。
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＜試算２＞ 種目の性格、現状を考慮しつつ、主要種目の全体の新規採択率を30％とし、更に配分額を充実
（最低平均充足率を70％、85％、100％に向上）して試算（※）すると、所要額（総配分額）は約2,509億円～3,370億円。
令和元年度配分額と比較し、更に約355億円～1,216億円必要。

※令和元年度の種目・配分実績に基づき試算。

最低平均充足率を70％とした場合の試算（令和元年度の平均充足率が70％未満の２種目の平均充足率を70%に設定）
○ 新規所要額（総配分額）：76,881,483千円 × 1.3 × 2.51 = 250,864,280千円

令和元年度総配分額からの差額は 35,453,340千円

最低平均充足率を85％とした場合の試算（令和元年度の平均充足率が85％未満の９種目の平均充足率を85％に設定）
○ 新規所要額（総配分額）：88,467,970千円 × 1.3 × 2.51 = 288,670,987千円

令和元年度総配分額からの差額は 73,260,048千円

平均充足率を100％とした場合の試算
○ 新規所要額（総配分額）：103,275,963千円 × 1.3 × 2.51 = 336,989,466千円

令和元年度総配分額からの差額は 121,578,527千円

試算１を踏まえ、更に配分額を充実した場合

令和元年度 試算１ 最低平均充足率70％ 最低平均充足率85％ 平均充足率100％

研究種目 採択件数
１課題当たり
の平均配分

額
配分額 平均充足

率 採択件数 採択率 平均充足
率 所要額 平均充足

率 所要額 平均充足
率 所要額

特別推進研究 12 93,583 1,123,000 87.9% 16 15.0% 87.9% 1,497,333 87.9% 1,497,333 100.0% 1,703,451
新学術領域研究（研究領域提案
型）（計画研究） 157 26,121 4,101,000 81.8% 234 15.0% 81.8% 6,112,314 85.0% 6,351,427 100.0% 7,472,267

新学術領域研究（研究領域提案
型）（公募研究） 809 2,575 2,083,070 83.0% 1,057 30.0% 83.0% 2,721,775 85.0% 2,787,360 100.0% 3,279,247

基盤研究（Ｓ） 81 38,454 3,114,800 81.7% 132 20.0% 81.7% 5,075,970 85.0% 5,280,997 100.0% 6,212,938
基盤研究（Ａ） 605 11,763 7,116,900 74.7% 724 30.0% 74.7% 8,516,753 85.0% 9,691,084 100.0% 11,401,276
基盤研究（Ｂ） 3,327 5,068 16,862,200 71.2% 3,419 30.0% 71.2% 17,328,483 85.0% 20,687,093 100.0% 24,337,757
基盤研究（Ｃ） 12,918 1,210 15,632,800 67.0% 13,727 30.0% 70.0% 17,355,629 85.0% 21,074,693 100.0% 24,793,756
挑戦的研究（開拓） 81 6,968 564,400 99.7% 105 15.0% 99.7% 731,630 99.7% 731,630 100.0% 733,831
挑戦的研究（萌芽） 1,388 2,337 3,243,600 98.7% 1,622 15.0% 98.7% 3,790,432 98.7% 3,790,432 100.0% 3,840,356
若手研究 7,831 1,294 10,130,700 64.8% 7,836 40.0% 70.0% 10,950,645 85.0% 13,297,212 100.0% 15,643,778
研究活動スタート支援 1,403 1,011 1,418,900 74.3% 1,498 40.0% 74.3% 1,514,977 85.0% 1,733,150 100.0% 2,038,999
国際共同研究強化（B） 280 2,678 749,900 70.7% 480 30.0% 70.7% 1,285,543 85.0% 1,545,561 100.0% 1,818,307
合計 28,892 2,289 66,141,270 30,850 30.3% 76,881,483 88,467,970 103,275,963

※表に記載している数字は全て新規採択分のみ。また、金額は直接経費（千円）のみ。＜試算２＞

別紙４
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277,051 
281,390 

284,320 
287,222 

289,305 
292,454 

295,636 
298,854 

302,106 
305,394 

308,718 
312,078 

315,474 
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322,378 
325,887 

250,000

260,000

270,000

280,000

290,000
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320,000
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34
＜試算３＞試算１を踏まえ、研究者数の増加を考慮した場合の試算を行うと、
令和７年度において所要額（総配分額）は約2,623億円。令和元年度配分額と比較し、更に約469億円必要。
令和12年度において所要額（総配分額）は約2,768億円。令和元年度配分額と比較し、更に約614億円必要。

試算１を踏まえ、更に研究者数の増加を考慮した場合

（人）

第６期科学技術基本計画期間（推定）

6.71%の増

12.64%の増

（年度）

平成27年度～令和元年度の平均伸び率
1.09%で令和２年度以降の研究者数を推計

※平成27年度～令和元年度の研究者数は、各年度11月時点 ※ 述べ人数で集計（複数機関で登録している研究者については、それぞれの研究機関でカウント）

別紙５

〇 平成27年度～令和元年度の科研費の応募資格を有する研究者数の平均伸び率（1.09％）のまま令和２年度以降も科研費の応募資格を有する研究者数が
増加すると推定すると、科研費の応募資格を有する研究者数は、令和７年度の令和元年度の6.71％、令和12年度は12.64％増加すると推定される。

試算１を踏まえた令和７年度（５年後）及び令和12年度（10年後）の試算は下の表の通り

令和7年度（５年後） 令和12年度（10年後）
所要額（総配分額） 令和元年度配分額との差額 所要額（総配分額） 令和元年度配分額との差額

262,274,874 46,863,934 276,849,797 61,438,857

＜試算３＞
（金額単位：千円）
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別紙６ 

〇 経過措置を廃止した場合の応募件数の減少に関する試算 

 

＜経過措置による応募要件（令和２年度公募）＞ 

１．令和２年 4 月 1日現在で博士号取得後８年未満 

２．博士号未取得であるが、令和２年 4月 1日までに博士の学位を取得する予定であり、 

かつ、令和２年 4月 1 日現在で 40 歳以上 

３．令和２年 4 月 1日現在で育児休業等の期間を除くと博士号取得後 8年未満 

４．博士号未取得または博士号取得見込者であり、かつ、令和２年 4 月 1日現在で 39 歳以下 

 

＜試算１＞ 

 [人] 

① 平成 30 年度公募（平成 29 年９月）に応募要件４で応募した者 5,803 

② ①の内、令和 30 年４月 1 日時点で e-Rad に博士号取得年月日の登録がある者 320 

③ 経過措置対象者（①-②） 5,483 

 

＜試算２＞ 

 [人] 

① 平成 31 年度公募（平成 30 年９月）に応募要件４で応募した者 5,530 

② ①の内、令和元年４月 1 日時点で e-Rad に博士号取得年月日の登録がある者 229 

③ 経過措置対象者（①-②） 5,301 

 

＜試算３＞ 

 [人] 

① 令和２年度公募（令和元年９月）に応募要件４で応募した者 5,354 

② ①の内、令和２年４月１日時点で e-Rad に博士号取得年月日の登録がある者 - 

③ 経過措置対象者（①-②） - 

 

 年を追うごとに、 

・応募要件４で応募した者の人数は減っており、 

 ・応募要件４で応募した者の内、約５％は応募翌年の 4 月 1 日までに博士号を取得し

ている 

ことから、経過措置を廃止した場合、応募件数が約 5,100 件減少すると推察される。 

 

応募翌年以降において、試算１及び試算２における、②の①に対する割合の平均は、約

4.8％。試算３において、②は①の 4.8％と仮定すると、試算３の②は 257 人となり、試算

３の③は 5,097 人となる。 
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別紙７ 
〇 プロジェクト雇用の若手研究者の専従緩和による応募件数の増加に関する試算 

出典：ポストドクター等の雇用・進路に関する調査（2015 年度実績） 
（文部科学省科学技術・学術政策研究所） 

 
本調査におけるポストドクター等の定義： 

博士の学位を取得した者又は所定の単位を修得の上博士課程を退学した者（いわゆる

「満期退学者」）のうち、任期付で採用されている者で、①大学や大学共同利用機関で研

究業務に従事している者であって、教授・准教授・助教・助手等の学校教育法第 92 条に

基づく教育・研究に従事する職にない者、又は、②独立行政法人等の公的研究機関（国立

試験研究機関、公設試験研究機関を含む。）において研究業務に従事している者のうち、

所属する研究グループのリーダー・主任研究員等の管理的な職にない者をいう。 
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＜参考＞ 

競争的研究費においてプロジェクトの実施のために雇用される若手研究者の 
自発的な研究活動等に関する実施方針（案）（抜粋） 

 
４．対象者 
 本実施方針の対象者は、原則として以下の全てを満たす者とする。 
（１）民間企業を除く研究機関において、競争的研究費においてプロジェクトの実施のため

に雇用される者（ただし、プロジェクトの PI 等が自らの人件費をプロジェクトから支出

し雇用される場合を除く） 
（２）40 歳未満の者（ただし、競争的研究費制度の各制度の特性に応じ、40 歳以上を対象

とすることを可能とする） 
（３）研究活動を行うことを職務に含む者 
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独立基盤形成支援（試行）の
アンケートについて

平成３１年４月１５日
1

研究事業部

別紙８

第１回作業部会資料
（平成31年4月15日）

独立基盤形成支援（試行）について

2

「科研費による挑戦的な研究に対する支援強化について」
（平成28年12月20日 科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会）
（３）「若手研究」の見直し等
④若手研究者等の独立支援

・研究者が研究室を主宰する者（以下「研究室主宰者」という。）として研究活動を行おうとする際に必要な研究基盤の
整備は、本来、当該研究者の所属機関が担うべき役割であるが、デュアルサポートシステムの機能不全により、その
実施が困難となっている現実がある。このことにより、機関間を異動して研究室主宰者として自らの主体性の下、独創
的な研究を遂行することが難しくなるなど、我が国の学術研究を持続的に発展させる土台が揺らいでいる。

・このような憂慮すべき状況を踏まえ、科研費による支援の効果・効用を更に高め、研究成果の最大化を目指すため
には、研究基盤整備における所属機関の一定のコミットメントを前提とした上で、独立支援の措置を科研費の仕組み
の中に導入することが適当であると考える。

「第5期科学技術基本計画」（平成28年1月22日 閣議決定）
第4章 科学技術イノベーションの基盤的な力の強化
（２）知の基盤の強化
①イノベーションの源泉としての学術研究と基礎研究の推進
ⅰ）学術研究の推進に向けた改革と強化

具体的には、科学研究費助成事業（以下「科研費」という。）について、審査システムの見直し、研究種目・枠組みの見
直し、柔軟かつ適正な研究費使用の促進を行う。その際、国際共同研究等の促進を図るとともに、研究者が新たな課
題を積極的に探索し、挑戦することを可能とする支援を強化する。さらに、研究者が独立するための研究基盤の形成
に寄与する取組を進める。加えて、研究成果の一層の可視化と活用に向けて、科研費成果等を含むデータベースの
構築等に取り組む。このような改革を進め、新規採択率30％の目標を目指しつつ、科研費の充実強化を図る。

「「若手研究」における独立基盤形成支援（試行）」公募要領
（１）趣旨

若手研究者が研究室を主宰する者（研究室主宰者）として研究活動を行おうとする際に必要な研究基盤の整備を支
援するため、若手研究者に対して、所属する研究機関が研究基盤整備を主体的に実施することを条件に、そのため
の費用を交付するものです。
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アンケート実施期間等について

3

国立大学 私立大学 公立大学 大学共同利用機関 合計（回答率）

対象機関数 38 25 8 2 73

回答機関数 32 18 7 1 58（79.5％）

対象研究者数 90 29 10 2 131
回答研究者数 65 24 4 3(※) 96（73.3％）

（※）選択の誤りと考えられるが、個人を特定できる形で回答を得ていないため、そのまま計上。

アンケート実施期間：平成31年3月5日～3月15日

アンケート実施方法：
対象となる研究機関に対して、アンケートWebページのURLを送付。研究機関を通して
対象となる研究者に対しても研究者用のアンケートWebページのURLを送付。研究機
関と研究者のそれぞれにアンケート項目について、Webページを通じて回答してもらう
形とした（研究機関の方で研究者のアンケートを取りまとめる形にはしていない）。

アンケート対象機関及び研究者：下記の表のとおり

アンケート項目①：機関種別

4

55%31%

12%
2%

機関種別（研究機関）

国立大学 私立大学 公立大学 大学共同利用機関

68%

25%

4%3%

機関種別（研究者）

国立大学 私立大学 公立大学 大学共同利用機関

【研究機関】
①該当する機関種別を選択してください。

【研究者】
①所属する機関種別を選択してください。
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5

アンケート項目②：質問内容及び選択肢

【研究機関】

独立基盤形成支援（試行）における研究基盤整備の支援について、具体的に
実施した内容を選択してください。（複数回答可能）

【研究者】
独立基盤形成支援（試行）における、所属研究機関による研究基盤整備の
支援について、実際に受けた支援内容を選択してください。（複数回答可能）

【選択肢（研究機関、研究者共通）】
1：研究機器の整備（汎用研究設備等）
2：研究機器の整備（什器類等）
3：研究室の営繕・原状回復
4：スペースチャージや共用設備使用料の支援
5：研究支援者の雇用経費支援
6：海外渡航経費（サバティカル期間中含む）の支援
7：論文投稿料や英訳経費の支援
8：その他

6

アンケート項目②：実際に実施した支援内容

42

25

7 3
8 9

2

11

0

5
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15
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25

30
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45

質問2 実施した支援内容（複数回答可）：研究機関
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7

アンケート項目②：実際に受けた支援内容

66

41

15

3
11

16
11

8
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50

60

70

質問2受けた支援内容（複数回答可）：研究者

8

アンケート項目③：質問内容及び選択肢

【研究機関】

独立基盤形成支援（試行）を行うことで、若手研究者の独立支援に効果があったと思い
ますか。最も当てはまる回答を選択してください。
※下記の選択肢を回答させた上で、研究機関に対しては、その回答の具体的な理由も
記載してもらう形とした。

【研究者】

独立基盤形成支援（試行）の支援は、自身が独立した研究者として研究を遂行するた
めに効果的であったと思いますか。最も当てはまる回答を選択してください。
※下記の選択肢を回答させた上で、「1：かなり効果があった」又は「2：一定程度
効果があった」と回答した者については、研究機関と同様にその回答の具体的な
理由を記載してもらい、「3：あまり効果はなかった」又は「4：ほとんど効果は
なかった」と回答した者について、別途要因等を選択式で回答させた。
（9頁に当該選択肢を記載）

【選択肢（研究機関、研究者共通）】
1：かなり効果があった
2：一定程度効果があった
3：あまり効果はなかった
4：ほとんど効果はなかった
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9

アンケート項目③：効果があったか

22%

69%

5% 4%

質問3 効果があったか（研究機関）

1：かなり効果があった 2：一定程度効果があった
3：あまり効果はなかった 4：ほとんど効果はなかった

68%

29%

3% 0%
質問3 効果があったか（研究者）

1：かなり効果があった 2：一定程度効果があった
3：あまり効果はなかった 4：ほとんど効果はなかった

10

アンケート項目③：質問内容及び選択肢

※アンケート項目③で、「3：あまり効果はなかった」又は「4：ほとんど効果は
なかった」を選択した研究者に対して、その要因等を選択式で回答させた。
（複数回答可能）

【選択肢（研究者のみ）】
1：当初計画のとおり研究が進展しなかったため
2：当初計画よりも経費がかかり、経費が不足したため
3：機関内での調整や手続に時間がかかったため
4：独立基盤形成支援の公募の時期が遅かったため
5：研究者自身が希望する研究基盤整備の支援を受けられなかったため
6：研究者自身が他機関に異動したため
7：研究者自身が産休・育休等で研究を中断したため
8：その他

※「3：あまり効果はなかった」と回答した者に対して、具体的な要因等を選択式で回答させたところ、
以下のような回答であった。

2：当初計画よりも経費がかかり、経費が不足したため
6：希望する研究基盤整備の支援を受けられなかったため
8：その他（研究に必要なデータや消耗品を購入できない、他の研究費と合算して使うことができないなど用途

に色々と制約があるため、せっかく研究費が貰えても自由に使えない感がある。もう少し研究者が
自由に使えるようにして貰いたい。）
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アンケート項目③：自由記述欄概要

「かなり/一定程度効果があった」、又は、「あまり/ほとんど効果がなかった」と回答した具

体的な内容を、研究機関、研究者双方に対して記載を求めたところ、その概要は以下のと

おりであった。（下線は多かった内容）

【かなり/一定程度効果があった具体的な内容】

研究室の基盤的な環境（什器類等）の整備ができた【研究機関、研究者】

大型や高額の機器、データベース等を購入することができた【研究機関、研究者】

研究支援者の雇用や海外渡航の経費として充てることができた【研究機関、研究者】

当初の研究費では不足していた部分を補うことができ、研究をさらに進めることができ

た/成果が上がった【研究機関、研究者】

【あまり/ほとんど効果がなかった】

分野によっては、今回の追加配分額では不足している【研究機関】

本制度の趣旨である、「独立した研究室の主宰」につながったとまでは言い切れない

【研究機関】

本来の研究課題の研究費とは合算して使用できないなど、用途に制限があり、自由に

使えないと感じる【研究機関、研究者】

12

アンケート項目④：質問内容及び選択肢

【質問内容（研究機関、研究者共通）】
独立基盤形成支援（試行）について、今後も実施すべきと思いますか。

【選択肢（研究機関、研究者共通）】
1：現状の形で実施すべき
2：要件等を改善の上、実施すべき
3：現状の形ではなく、別の方法で若手研究者への支援を実施すべき
4：実施する必要はない

※アンケート項目⑤については、本質問への回答として、「2：要件等を改善の
上、実施すべき」と回答した者を対象としている。
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アンケート項目④：今後も実施すべきか

16%

55%

29%

0%

質問4 今後も実施すべきか（研究機関）

1：現状の形で実施すべき
2：要件等を改善の上、実施すべき
3：別の方法で支援を実施すべき
4：実施する必要はない

51%
43%

6%
0%

質問4 今後も実施すべきか（研究者）

1：現状の形で実施すべき
2：要件等を改善の上、実施すべき
3：別の方法で支援を実施すべき
4：実施する必要はない

14

アンケート項目⑤：質問内容及び選択肢

※アンケート項目⑤については、アンケート項目④への回答として、「2：要件
等を改善の上、実施すべき」と回答した者を対象としている。

【質問内容（研究機関、研究者共通）】
アンケート項目④で「2：要件等を改善の上、実施すべき」と回答した場合、ど
のような改善を行うべきと考えますか。当てはまる回答を選択してください。
（複数回答可能、最大2件まで）

【選択肢（研究機関、研究者共通）】
1：「若手研究（B）」、「若手研究」以外の研究種目（「基盤研究（C）」など）
も対象とする

2：「若手研究（B）」、「若手研究」の新規採択者に限らず、継続採択者も
対象とする

3：准教授以上の職位に限らず、助教、講師も対象とする
4：准教授以上の職位に就いて2年以内という年限を緩和する
5：追加交付の金額を増額する
6：その他

-55--55-



15

アンケート項目⑤：どのような改善を行うべきか
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質問5 どのような改善を行うべきか（複数回答可。最大2件まで）：研究機関

16

アンケート項目⑤：どのような改善を行うべきか
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質問5 どのような改善を行うべきか（複数回答可。最大2件まで）：研究者
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アンケート項目⑤：自由記述欄概要
※アンケート項目⑤で「6：その他」を選択した研究機関、研究者からの具体的な改善提案は、
以下のとおりであった。（下線は多かった提案）

【研究機関】
大学側の費用負担を不要とする、あるいは、減らす
研究基盤整備の充実のみではなく、（一定程度の割合で）研究費としても活用できるようにする
支援対象者の要件である「研究室を主宰している者」を「独立した研究者として研究を行う者」とする
支援対象者の要件である「准教授以上の職位に就いて2年以内」を廃止する
研究基盤整備Ⅰ、Ⅱと区別することなく、研究基盤整備に関する全ての経費を支出可として支援する
応募件数の上限「若手研究の新規採択件数の5％又は5件のいずれか低い件数」を廃止し、対象者
全員とする
応募件数の上限「若手研究の新規採択件数の5％又は5件のいずれか低い件数」を廃止するととも
に、研究者自身が応募する形とする
追加交付金額の増額

【研究者】
使途の柔軟化
通常の科研費の研究費と合わせた予算執行を可能とする
所属機関からの支援を前提としない制度にすべきである
一度助成を受けた者でも再度応募して、支援を受けられる形として欲しい
交付の時期をもう少し早めて欲しい
所属機関の具体的な負担額を明確にする必要がある
科研費で得られた間接経費を積極的に採択した者に対して配分するように呼びかけて欲しい（そうす
ればこの制度は必要なくなる）
研究室を主宰している、テニュアの専任講師は支援対象者として含めた方が良い

18

アンケート項目⑥：質問内容及び選択肢

【質問内容（研究機関、研究者共通）】

現状の独立基盤形成支援（試行）の形とは別の方法による、国等が関与する
若手研究者の支援として、どのような支援が効果があると考えますか。当ては
まる回答を選択してください。（複数回答可能、最大2件まで）

【選択肢（研究機関、研究者共通）】
1：科研費における若手研究者向け種目の更なる充実（配分額や採択
件数の増等）

2：基盤的経費の充実等による、研究機関における若手研究者の安定的
なポストの増加

3：基盤的経費の充実等による、研究機関における基盤的な研究費の
配分の増加

4：若手研究者の研究環境等の改善のための取組
（具体的な内容も記載）

5：その他
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アンケート項目⑥：どのような支援が効果的か
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質問6 どのような支援が効果的か（複数回答可。最大2件まで）：研究機関

20

アンケート項目⑥：どのような支援が効果的か
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質問6 どのような支援が効果的か（複数回答可。最大2件まで）：研究者
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アンケート項目⑥：自由記述欄概要

アンケート項目⑥で、「4：若手研究者の研究環境等の改善のための取組」、又は、「5：そ
の他」を選択した研究機関、研究者からの回答は、以下のとおりであった。（下線は多かっ
た回答）

【研究機関】
研究設備等の老朽化への対応
競争的資金等でのポスドクの柔軟な雇用（雇用されている資金以外の自身の研究の
研究時間分も当該資金から給与を支出可能とする）

【研究者】
人員の削減や、研究業務以外の事務業務等の増加等により、研究時間を確保できな
いため、研究時間を確保するための事務負担の軽減や人員増加等を図るべきである
研究基盤整備のための基盤的経費が不足しており、研究活動が持続しにくい。自由に
使える基金や研究者の裁量に基づいて使用できる経費を増額して欲しい
科研費で得られた間接経費を積極的に採択した者に対して配分するように呼びかけて
欲しい
大学が契約するデータベース契約のための原資の補助
海外研究者招へいのための支援
若手研究者を受入教員とした日本学術振興会特別研究員の拡充
研究活動が停滞気味になった研究者に対するプライドをつぶさない支援と大学教員全
体が活力ある状態になるような幅広く手厚い支援

22

アンケート項目⑦：質問内容及び選択肢、自由記述欄概要

88%

2%
10%

質問7 機関独自の支援を行っているか

1：行っている 2：これから行う予定 3：行っていない

実施している具体的な支援内容は以下のとおり。

（下線は多かった回答）

若手研究者を対象とした学内競争的資金制度

科研費応募時の研究計画調書作成支援

ベテラン教員による科研費応募の際の個別相談

大型の科研費研究種目に応募する者への支援

科研費に応募し、不採択となった若手研究者に

対する研究費の支援

博士号取得後の若手研究者を専門研究員として

受け入れ、育成・支援を行っている

業績等のデータに基づき抽出したアクティビ

ティーの高い若手研究者に対する研究費支援

若手研究者に対する基盤的研究費の傾斜配分

テニュアトラック制による、研究環境整備支援や

研究費支援を実施

論文投稿料の支援

英語論文校閲費の支援

海外派遣支援

ポスドク人件費の支援

【研究機関のみ】

研究機関で独自に若手研究者を対象とした研
究支援等を行っていますか。
「1：行っている」又は「2：これから行う予定」を選
択した場合、その具体的な支援内容（予定）も記
載してください。

【選択肢】
1：行っている
2：これから行う予定
3：行っていない
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アンケート項目⑦：質問内容及び選択肢、自由記述欄概要

20%

7%

10%

21%

8%

5%
1%

25%

3%

質問7 機関にどのような支援を求めるか

1：研究機器の整備(汎用研究設備等)

2：研究機器の整備(什器類等)

3：研究室の整備

4：基盤的な研究費の配分

5：研究支援者の配置

6：学会等参加のための旅費の支援

7：論文投稿料や英訳経費の支援

8：研究時間の確保のための支援

9：その他

「9：その他」と回答した者からの具体的な回答内容は以下のとおり。
物理的な研究設備のみではなく、データベースやソフトウェア等に対する支援もして欲しい
研究機器の整備（汎用研究設備等）、研究機器の整備（什器類等）、研究時間の確保のための支援
任期付きのポストで独立して研究を行っているため、安定した雇用が最も必要

【研究者のみ】

一般的に研究者として独立して研究を
遂行するに当たって、どのような支援
を所属機関に求めますか。最も当ては
まる回答を選択してください。

【選択肢】
1：研究機器の整備（汎用研究設備等）
2：研究機器の整備（什器類等）
3：研究室の整備
4：基盤的な研究費の配分
5：研究支援者の配置
6：学会等参加のための旅費の支援
7：論文投稿料や英訳経費の支援
8：研究時間の確保のための支援
9：その他

24

アンケート項目⑧：その他意見等（自由記述欄概要）

（基盤的経費等による支援等、研究環境全般に関すること）
職位や所属機関等により、独立して研究を行うことが困難な若手研究者がいることを
考えると、若手研究者個人への直接的支援よりも、各研究機関における若手研究者の
研究環境改善を促進させる支援を行うことの方が、若手研究者の独立支援において持
続的な効果が得られるのではないか。具体的には幅広い職位において若手研究者が
独立して研究を実施できる研究環境整備に積極的に取り組む研究機関に対して基盤
的経費を支援するなど。【研究機関】
若手研究者への支援として、研究費そのものも重要であるものの、まずはポストや研
究スペースの確保等のための大学の基盤的な予算の拡充が重要。【研究者】
ヨーロッパの研究室では、秘書の雇用や高いスキルと専門性を持ったテクニシャンに
よって研究レベルを一定に維持しながら、研究環境を整えるという人的支援が充実して
いる。秘書とテクニシャンを基盤的経費等で措置できれば、研究の時間も確保でき、研
究者のパフォーマンスも上がると思われる。【研究者】
大学において非正規雇用が横行しており、特別な研究プロジェクト等で雇用された特
任や特命教員が大学の人件費削減のために使われている。雇用期間が限定されてい
る中で若手研究者がじっくりと研究を進めることができない状態であり、研究経費のサ
ポートと共に安定的なポストを獲得できるような施策をお願いしたい。【研究者】
研究環境の一部を担う者として学生がいるが、昨今、人手不足等により、学生の就業
意識が高まり、大学での学業や研究等をおろそかにする傾向がある。このような学業
や研究をおろそかにすることで、大学教育が骨抜きにされ、研究の質の低下につな
がっているのではないか。【研究者】
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アンケート項目⑧：その他意見等（自由記述欄概要）

（科研費や本制度に関すること）
研究費のみではなく、人件費ともマッチングで使うことのできる支援の形ができれば、
機関として充実した研究につなげられるのではないかと考えている。【研究機関】
ある程度大学側の負担を見込まなければならないことが、応募のハードルを上げてい
ることや、支援内容自体、元々の若手研究の研究費との合算使用ができない等、制度
が複雑な印象を受けるので、もう少しシンプルな形にしていただきたい。【研究機関】
現行制度では対象が人文社会学系に偏る、分野や職位等によって対象にならない研
究者が多い等、不公平感があるため、制限はかけるべきではない。また、機関の基盤
的経費が減少している中で、機関負担分の経費の捻出は困難であるため、元々の研
究課題への配分額を増額する等の対応を希望する。【研究機関】
本制度を始めとして、国際共同加速基金（国際共同研究強化（A）等）を活用すること
で、若手研究者の研究環境整備を支援することができているため、このような制度をこ
れからも作っていただきたい。【研究機関】
本制度による支援を受けたことで、必要な研究機器や資料が購入できる等、研究環境
の整備や研究活動の更なる発展が見込め、研究成果も期待できる。ただ、一方で追加
配分の用途が制限されているなど、使いづらい一面があり、もう少し裁量により、自由
に使える形にしてもらいたい。【研究者】
研究機関を異動することで、本制度による追加配分額や当該経費で購入した研究機器
を異動先に持ち出せないのは、本制度の趣旨に合致しないのではないか（※）。【研究
者】 （※）本制度では研究機器等の移動に制限をかけていないため、機関独自のルールと考えられる。
自身の研究室ではなく、学部の設備等改善に使われて終わってしまった感があり、そう
であるならば、この分の予算を別に使っていただきたい。【研究者】
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参考データ

「若手研究」又は「若手研究（B）」に新規で採択された研究者の職位の分類は以下のとお
り。
なお、「若手研究（B）」については、対象として「39歳以下の研究者」としていた。
（平成29年度～平成31年度）

※独立基盤形成支援（試行）の対象となっている大学及び大学共同利用機関法人に所属
している研究者のみを計上
※「その他」は、研究員、フェロー等、職位が明確に区分けできないものを全て計上

「若手研究（B）」の新規採択者
（平成29年度）
職位名 人数

教授職相当 5

准教授職相当 483

講師相当 573

助教相当 2,641

その他 2,115

合計 5,817

「若手研究」の新規採択者
（平成30年度）
職位名 人数

教授職相当 34

准教授職相当 483

講師相当 655

助教相当 2,771

その他 2,313

合計 6,256

「若手研究」の新規採択者
（平成31年度）
職位名 人数

教授職相当 48

准教授職相当 606

講師相当 1,041

助教相当 3,485

その他 1,768

合計 6,948
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① 「若手研究」の課題は、通常の学術的観点から審
査・採択（当初交付）。

② 希望する研究機関に対し、採択者に対する３００
万円以上の独立基盤形成支援を求める。

③ 上記支援の実施を確認した後、支援対象者の研
究課題について、１５０万円（直接経費）を上限とし
た追加交付を行う。（別途３０％の間接経費を措置）

○ 研究室を主宰する際の必要な研究基盤整備（独立基盤の形成）は、本来的には当該研究者の所属大学が行うべきことである。

○ しかし、大学の研究現場においては、デュアルサポートシステムの機能不全により、研究者の独立に当たっても、本人の自助努
力で研究室の環境を整えざるを得ない状況になりつつある。

➡ 研究機関による初動の研究基盤整備を前提とした、科研費による独立基盤形成支援の仕組みを試行。

現状と課題

・ 「若手研究」の研究代表者として新規採択された者であっ
て、研究室主宰に当たり、所属機関が、研究基盤の整備を
主体的に実施しようとしている者であること

※支援対象者の要件
・准教授以上の職位に就いて２年以内であること
・独立した研究課題を有すること
・研究グループの責任者であること（研究グループを組織している場合）
・大学院生の指導に責任を持っていること
・論文発表の責任者となっていること
・その他研究室を主宰する者としての活動があること

支援対象者

支援スキーム

当初

交付額

当初交付額

追

加

分

0 100 200 300 400 500 600 700

間接経費

直接経費

独立基盤形成
追加支援

機関による支援

・日本学術振興会において実施。
・研究機関が行う研究基盤整備の取組につい
て、可能な限り簡素化して審査を行う。

※研究機関での応募可能上限を設定。
（「若手研究」の新規採択件数の５％又は５件のいずれ
か低い方まで）

※研究機関における優先順位が高い順に採
択。

公募・審査
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若手研究者の独立基盤形成支援の試行について 参考

支援対象となる「研究基盤整備」の類型

経費の種類

設備等（研究遂行上必須） 左記以外

対象経費

研究基盤整備（Ⅰ） 研究基盤整備（Ⅱ）

（例） 汎用研究設備、特殊研究設備、備品、
什器類、図書

※科研費の使用ルールにおいて、通常、直接経
費により購入し、研究機関に寄付して管理され
るものを想定。

（例） 研究室の営繕・原状の回復、スペース
チャージ、研究支援者雇用、サバティカル
経費、海外渡航費

※研究代表者が希望する内容であり、かつ、所属研究
機関が希望内容を踏まえて整備を行うものを想定。

（Ⅰ） 150万円以上

「研究基盤整備」実施に当たっての条件設定

（Ⅱ） 【任意】

（Ⅰ）＋（Ⅱ） 300万円以上

若手研究者等の独立基盤形成支援の類型及び条件設定

28
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（１）４月：「若手研究」の内定（※6月下旬交付決定）

（３）～６月末頃
・研究室を主宰する「若手研究」の交付内定
者の中から支援候補者を選定。
（「若手研究」の採択件数により機関ごとに上
限設定）
・独立基盤形成計画の応募検討。（支援候補者
と所属機関との相談）

（２）６月上旬（交付申請後）
研究機関に対し、独立基盤形成支援の公募

（５）７月中
独立基盤形成計画の審査

（４）６月～７月上旬
独立基盤形成計画の提出

（６）８月上旬： 追加交付内定

（８）８月～：変更交付申請書の提出
（基盤整備を実施した旨を記載）

（10）９月下旬 追加交付決定

研究機関

JSPS

（７）８月～：機関による初期整備等

支援候補者

若手研究の交付内定者

受付

（９）９月～
変更交付申請書の確認

29

若手研究者等の独立基盤形成支援のスケジュール（平成30年度）
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科研費「国際共同研究強化（Ａ）」による研究実態等調査について（まとめ） 

 

１．調査実施の背景 

 ○ 文部科学省「研究力向上改革２０１９」において「研究の国際化の強化」が研究資金改革

の論点と位置づけられている。 

科研費制度においても、近年、国際共同研究加速基金を設け、国際共同研究の強化のため

の研究種目（現行の国際共同研究強化（Ａ・Ｂ）など）を運営している。 

 ○ このうち「国際共同研究強化（Ａ）」（以下「国際（Ａ）」という。）については、創設初年度

以降応募件数が年々減少傾向にある。ＪＳＰＳの学術システム研究センターの研究員や大学

関係者から聴取した範囲では、以下のような意見（例）が上げられた。国際（Ａ）の対象とな

りえる研究者がこの制度を活用したいと考えても、当該研究者の考えだけでは実現しづらい

要因があると推測できる。 

 【応募減少傾向に関すること】 

・ （若手に海外に出て研究経験をつませることは重要だと考えつつも、）大学教員の勤

務環境が年々悪化している昨今、若手教員に対し半年から１年海外に行ってこいと言え

るだけの余裕が大学（執行部、部局、講座、等）にないのではないか。 

・ 仮に海外に行かせた場合、他の教員に業務負担が増すことの懸念があり、若い人が手

を挙げづらいのではないか。 

・ 創設当初は、研究者に本研究種目の趣旨等が必ずしも十分に浸透していなかったが、

研究計画調書の見直し等により、次第に本研究種目の趣旨等への理解が高まり、応募が

より精選されるようになったのではないか。 

 【その他】 

・ そもそも、このような研究種目はなくても国際共同研究はできるのだから、このよう

な制度設計をすること自体科研費制度になじみづらいのではないか。 

 ○ 他方、国際（Ａ）に応募し、採択された結果、当該研究種目を活用して国際共同研究を実

施している研究者も一定数存在する。つまり、国際（Ａ）について、（本研究種目の趣旨・対

象等を含む制度設計そのものを含め）活用しづらい、あるいは採択されても使い勝手が悪い

と感じる研究者がいるとしても、それを乗り越え国際共同研究が実現できている研究者がい

ることも事実であり、当該研究種目を取り巻く状況等について可能な範囲で調査をすること

が必要と考えたところ。 

 ○ 制度に関する問題意識等を探るには、本来であれば国際（Ａ）に応募したくてもそれがで

きない、あるいは、構想段階で応募を断念していると思われる研究者層から問題意識につい

て意見を聴取するべきであるが、そのような研究者群の特定は困難である。 

 ○ このため、「国際（Ａ）で研究を実施できている者」に対する調査を実施することにより、

制度に対する問題意識等を探ることとした。なお、あくまでも国際（Ａ）に採択された研究

者を対象とした調査結果であることに留意いただきたい。 

 

２．調査の実施概要 

別添のとおり、国際（Ａ）により海外に渡航している者（５３名）に対して、アンケート調

査（１１項目）を行うとともに、４つの海外研究連絡センターにおいて近隣地域へ渡航して

いる者とアンケート調査項目以外も含め幅広く意見交換（面談）を実施した。 
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３．調査結果の概要 

○ 国際（Ａ）の趣旨・対象等については、「当該種目がある（採択された）ことで海外に長期

間渡航して共同研究を行うチャンスが得られた」、「日本のＫＡＫＥＮＨＩでまとまった助成

を受けた研究計画であることを共同研究相手や関連分野研究者が正しく（決して留学の延長

ではないと）認識してくれた。」など、国際（Ａ）を基盤研究種目とは別に設けていることの

意義や国際（Ａ）を活用できたことの有効性に関する意見が大多数を占めた。しかしながら、

応募資格等に関しては、いくつか改善の余地があるとの意見があった。 

○ 海外における経費執行に関しては、日本の所属機関との調整や海外渡航先研究機関との調

整という点で円滑に進めることができている者がいる一方で、一定数の研究者からは、日本

の所属機関等との調整に時間を費やさざるを得なかった、あるいは、手続きが煩雑である等、

使い勝手に課題がある、などの意見もあった。国際共同研究の意義に関する認識や支援体制

の充実度は、所属研究機関によってかなりの差があることが窺われた。 

 

４．調査結果等を踏まえた検討の方向性 

（概要） 

調査で聴取できた内容を踏まえれば、本研究種目の趣旨・対象等を含む制度設計そのもの

に関しては概して肯定的な意見が大多数を占めたが、応募資格については一定の検討可能性

がある。 

そのほか、国際（Ａ）は一般的な科研費（基盤研究や若手研究など）とはやや性格が異な

り、大学（執行部、部局、講座、等）の理解や協力がなければ応募そのものが難しいことか

ら、その改善に向けた取組が必要。 

また、海外における活動、経費執行には国内とは異なる事情があることへの対応は、日本

の所属機関の理解や支援体制にも大きく関わることから、その改善に向けた取組が必要。 

（提案） 

○ 国際（Ａ）の応募資格について 

・年齢制限（３６歳以上４５歳以下の者）の下限設定について速やかに撤廃する方向で検討。 

・渡航期間の上限については、我が国の研究者の置かれている研究環境等を踏まえて、今後そ

の必要性等を検討する。 

○ 日本の大学等研究機関に対する取組について 

・各大学等研究機関に対し、我が国の研究振興における国際共同研究推進の重要性及び本研究

種目の意義を積極的に発信する。 

・本調査結果の公表を通じ、本研究種目のより有効な活用には、大学等研究機関の各層（執行

部、部局、講座、等）において、以下の点に関する理解と協力・支援が重要であることを積極

的に発信する。 

－ 海外における研究活動に意欲的に取り組もうとする若手研究者を積極的に送り出し支援

する体制の整備 

－ 海外における活動、経費執行には国内とは異なる事情があることについて、日本の所属機

関の理解や支援 
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〇 今後の取り組みについて 

・前項の要件が国際（Ａ）活用による国際共同研究推進のための有効な策であるとの認識を、

審議会でも議論していただく。 

・本調査結果を踏まえた、各大学等研究機関の好事例等の収集・情報共有に取り組む。 
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参考資料１ 
 

第 10 期科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会委員名簿 
 

（50 音順） 
（委員） 

甲 斐 知惠子   東京大学生産技術研究所特任教授 
栗 原 和 枝   東北大学未来科学技術共同研究センター教授 

○ 白波瀬 佐和子   東京大学副学長・大学院人文社会系研究科教授 
◎ 西  尾 章治郎     大阪大学総長 

 
（臨時委員） 

井 関 祥 子   東京医科歯科大学大学院医歯学総合研究科教授 
射 場 英 紀   トヨタ自動車株式会社先端材料技術部ＣＰＥ（チーフプロフェッショナルエンジニア）  
大 野 弘 幸   独立行政法人日本学術振興会学術システム研究センター所長  
小 安 重 夫   国立研究開発法人理化学研究所理事 
城 山 英 明   東京大学大学院法学政治学研究科教授 
竹 山 春 子   早稲田大学理工学術院先進理工学部教授 
中 村 栄 一   東京大学大学院理学系研究科東京大学特別教授 
鍋 倉 淳 一   自然科学研究機構生理学研究所長 
山 本   智   東京大学大学院理学系研究科教授 

 
（専門委員） 

上 田 修 功   ＮＴＴフェロー・ＮＴＴコミュニケーション科学基礎研究所上田特別研究室長 
竹 沢 泰 子   京都大学人文科学研究所教授 
中 野 貴 志   大阪大学核物理研究センター長 

                         （◎：部会長、○：部会長代理） 
（令和２年４月時点） 
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参考資料２ 

 

科研費改革に関する作業部会の設置について 
 

平 成 ３ １ 年 ４ 月 ３ 日 
研 究 費 部 会 

科 学 研 究 費 補 助 金 審 査 部 会 

 
科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会運営規則第２条及び科学技術・

学術審議会科学研究費補助金審査部会運営規則第２条の規定に基づき、研究費

部会及び科学研究費補助金審査部会の下に「科研費改革に関する作業部会」（以

下「作業部会」という。）を設置する。 
 
１．趣旨 

「科研費改革の実施方針」（平成 29 年１月 27 日改定）に基づく具体的な方

策に関する原案を策定し、研究費部会及び科学研究費補助金審査部会に具申

する。 

 

２．庶務 

作業部会の庶務は、研究振興局学術研究助成課において処理する。 

 

３．その他 

（１）オブザーバーとして、日本学術振興会から若干名の出席を求める。 

（２）ここに定めるもののほか、議事の手続きその他作業部会の運営に関し必

要な事項は、主査が作業部会に諮って定める。 
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参考資料３ 

 

第 10 期科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会・科学研究費補助金審査部会 
科研費改革に関する作業部会委員名簿 

 
（50 音順） 

（委員） 
上 田 修 功   NTT フェロー・NTT コミュニケーション科学基礎研究所 

上田特別研究室長 
◎小 安 重 夫   国立研究開発法人理化学研究所理事 

竹 沢 泰 子   京都大学人文科学研究所教授 
永 原 裕 子   独立行政法人日本学術振興会学術システム研究センター副所長、 

          東京工業大学地球生命研究所フェロー 
鍋 倉 淳 一   自然科学研究機構生理学研究所長 
長谷川 美 貴   青山学院大学理工学部教授 

三 沢 和 彦   東京農工大学大学院工学研究院教授 
山 本   智   東京大学大学院理学系研究科教授 

 
（オブザーバー） 

尾 辻 泰 一   独立行政法人日本学術振興会学術システム研究センター主任研究員、 
          東北大学電気通信研究所教授 
白 須   賢   独立行政法人日本学術振興会学術システム研究センター 

主任研究員・科研費ワーキンググループ主査 
理化学研究所環境資源科学研究センターグループディレクター 
（任期：平成 31 年４月～令和２年３月） 

佐 藤 嘉 倫   独立行政法人日本学術振興会学術システム研究センター 
主任研究員・科研費ワーキンググループ主査、 
東北大学大学院文学研究科教授、京都先端科学大学人文学部教授 
（任期：令和２年４月～） 

             
                       （◎：主査） 
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参考資料４ 

 

第 10 期研究費部会及び科研費改革に関する作業部会における審議状況 

 

平成 31 年 

４月３日（水）研究費部会（第１回） 

（１）部会長及び部会長代理の選任について 

（２）科研費を取り巻く政策動向等について 

（３）科研費改革推進タスクフォース（独立行政法人日本学術振興会）における議論のまとめ 

   について 

（４）第 10 期研究費部会における議論の進め方及び検討課題について 

 

４月 15 日（月）科研費改革に関する作業部会（第１回） 

（１）主査代理の指名について 

（２）作業部会における検討事項等について 

（３）若手研究者への重点支援について 

   ①若手研究者の大型種目への応募促進について 

   ②若手研究者の独立基盤形成支援の見直しについて 

   ③挑戦的な研究の促進について  

（４）審査委員の負担軽減や適切な判断に資する審査情報の取扱いについて 

（５）応募件数の増加に伴う対応について 

（６）競争的資金の直接経費からの研究代表者への人件費の支出等について  

 

令和元年 

５月９日（木）科研費改革に関する作業部会（第２回） 

（１）「新学術領域研究」の見直しについて 

（２）大型種目の公募・審査スケジュールの前倒しについて 

（３）若手研究者からの基盤研究（Ｂ）等への更なる挑戦促進について 

（４）研究力向上改革 2019 について 

 

５月 22 日（水）研究費部会（第２回） 

（１）研究力向上改革 2019 について 

（２）令和 2 年度公募及び概算要求に向けた制度改善等について 

（３）「新学術領域研究」の見直しについて 

（４）「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP 定点調査 2018）」について 

 

６月 18 日（火）科研費改革に関する作業部会（第３回） 

（１）「新学術領域研究」の見直しについて 

（２）若手研究者の独立基盤形成支援の見直しについて 

（３）日本学術振興会における検討内容の報告 

①若手研究者の大型種目等への応募促進について 

②「挑戦的研究」の重複応募制限の緩和も見据えた審査方式の改善等について 
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③審査における研究業績の取扱いについて 

④大型種目等における審査について 

 

６月 25 日（火）研究費部会（第３回） 

（１）令和２年度公募及び概算要求に向けた制度改善等に関する主な論点について 

 

７月 18 日（木）科研費改革に関する作業部会（第４回） 

（１）新学術領域研究（研究領域提案型）の見直しについて 

（２）令和 2 年度概算要求に向けて 

 

７月 31 日（水）研究費部会（第４回） 

（１）新学術領域研究（研究領域提案型）の見直しについて 

（２）令和 2 年度概算要求に向けて 

 

10 月 23 日（水）研究費部会（第５回） 

（１）科学研究費助成事業に係る令和２年度概算要求について 

（２）学術変革領域研究について 

（３）第 10 期研究費部会における関連事業との意見交換について 

 

11 月 19 日（火）研究費部会（第６回） 

（１）関連事業の有識者等との意見交換 

・戦略的創造研究推進事業（新技術シーズ創出） 

・国際交流事業 

 

令和２年 

１月 21 日（火）研究費部会（第７回） 

（１）科学研究費助成事業（科研費）に係る令和２年度予算案等について 

（２）関連事業の有識者等との意見交換 

・若手研究者育成関連事業 

・大学における基盤的経費（１） 

 

１月 29 日（水）研究費部会（第８回） 

（１）関連事業の有識者等との意見交換 

・大学における基盤的経費（２） 

 

２月６日（木）科研費改革に関する作業部会（第５回） 

（１）今後の審議の進め方について 

（２）研究費部会における関連事業の有識者等との意見交換の概要について 

（３）今後の科研費制度の改善・充実について 

・大型種目の公募スケジュールの前倒しについて 

・「若手研究」における応募資格の経過措置について 

・「「若手研究」における独立基盤形成支援（試行）」について 
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２月 21 日（金）研究費部会（第９回） 

（１）関連事業の有識者等との意見交換を踏まえた議論 

 
３月９日（月）科研費改革に関する打ち合わせ 

（１）今後の審議の進め方について 

（２）今後の科研費制度の改善・充実について 

・科研費における種目のバランスと将来的に目指す予算規模について 

・国際共同研究の充実について 

・「特別推進研究」の充実について 

 

４月 28 日（火）科研費改革に関する作業部会（第６回）書面審議 

（１）今後の科研費制度の改善・充実について 

 

５月 28 日（木）研究費部会（第 10 回）オンライン会議 

（１）今後の科研費制度の改善・充実について 

 

６月 12 日（金）科研費改革に関する作業部会（第７回）オンライン会議 

（１）今後の科研費制度の改善・充実について 

 

６月 30 日（火）研究費部会（第 11 回）オンライン会議 

（１）今後の科研費制度の改善・充実について 

 

11 月２ 日（月）研究費部会（第 12 回）オンライン会議 

（１）科学研究費助成事業等に係る令和３年度概算要求について 

（２）第 10 期研究費部会における議論のまとめ 

 

令和３年 

１月 21 日（木）研究費部会（第 13 回）オンライン会議 

（１）科学研究費助成事業等に係る令和３年度予算案について 

（２）第 10 期研究費部会における議論のまとめ 

 

 

令和３年１月 21 日時点 
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参考資料５ 

 
 

「学術変革領域研究」について 

 
令和元年１０月２３日 
科学技術・学術審議会 
学術分科会研究費部会 

 
 
科学技術・学術審議会学術分科会研究費部会（以下「本部会」という。）は、第８期

の本部会において取りまとめた「科研費による挑戦的な研究に対する支援強化について」

（平成 28年 12月 20日）において、「「新学術領域研究」については、「『科学研究費助
成事業『新学術領域研究（研究領域提案型）』の成果・課題について』（平成 28 年 2 月
24 日科学技術・学術審議会学術分科会科学研究費補助金審査部会）を踏まえ、現行種
目の意義・効果を十分確保しつつ、先行実施する『挑戦的研究』の効果等を見極めなが

ら、将来的な在り方を検討することが必要」との提言を行った。 
本部会は、平成 29年 4月に科研費改革に関する作業部会（以下「作業部会」という。）

を設置し、新学術領域研究の見直しに関する検討に着手した。作業部会では、「領域型

研究」への支援について、基盤研究等、他の研究種目では代替・補償しがたいものを明

確にし、そもそも「領域型研究」による支援が必要か否かを原点に立ち返って、日本学

術振興会や研究者等の意見も聴取しながら検討を行った。 
これらの検討結果を踏まえ、科学研究費補助金審査部会の意見も聴取しつつ、本部会

として新学術領域研究（研究領域提案型）を見直し、新たに創設する「学術変革領域研

究」の内容を別添のとおり取りまとめる。 
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「学術変革領域研究」について 

 
 

 
学術変革領域研究 

（Ａ） （Ｂ） 

目的 

○多様な研究者の共創と融合により提案され

た研究領域において、これまでの学術の体

系や方向を大きく変革・転換させることを

先導するとともに、我が国の学術水準の向

上・強化や若手研究者の育成につながる研

究領域の創成を目指し、共同研究や設備の

共用化等の取組を通じて提案研究領域を発

展させる研究。 

 

○次代の学術の担い手となる研究者による少

数・小規模の研究グループ（３～４グルー

プ程度）が提案する研究領域において、よ

り挑戦的かつ萌芽的な研究に取り組むこと

で、これまでの学術の体系や方向を大きく

変革・転換させることを先導するととも

に、我が国の学術水準の向上・強化につな

がる研究領域の創成を目指し、将来の

（Ａ）への展開などが期待される研究。 

応募金額 

(1 研究領域

／年) 

5,000 万円から３億円程度 

※真に必要な場合には、それを超える応募も

可能とする。 

5,000 万円まで 

※領域代表者として１回に限り受給できる。 

研究領域の

構成 

総括班・計画研究・公募研究 総括班・計画研究 

【計画研究】 

○「計画研究」を相当数設け、必ず「総括

班」を一つ設定。 

○次代の学術の担い手となる研究者（45 歳以

下の研究者）を研究代表者とする計画研究

（総括班を除く）が、複数含まれる領域構

成とする。 

 

 

【公募研究】 

○領域設定期間の１年目及び３年目に公募を

行い、次の最低基準のどちらかを上回るよ

う設定。 

・１年目と３年目それぞれの採択目安件数が

15 件を上回る 
・公募研究に係る経費の総額が領域全体の研

究経費（５年総額）の 15％を上回る 

【計画研究】 

○領域代表者は、次代の学術の担い手となる

研究者（45 歳以下の研究者）であることを

必須とする。 

○「計画研究」を複数設け、必ず「総括班」

を一つ設定。 

○次代の学術の担い手となる研究者を研究代

表者とする計画研究（総括班を除く）が、

複数含まれる領域構成とする。 

○次代の学術の担い手となる研究者が、自律

的な研究環境の下、グループ研究を通じて

専門分野にとどまることなく、学問分野の

横断・融合を目指し、より挑戦的かつ萌芽

的な研究活動に取り組む。 
 

 

※公募研究は行わない 

研究期間 ５年間 ３年間 

１ 目的・対象等 

別添 
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対象 

○学問分野に新たな変革や転換をもたらし、既

存の学問分野の枠に収まらない新興・融合領

域の創成を目指す研究領域、又は当該学問分

野の強い先端的な部分の発展・飛躍的な展開

を目指す研究領域であって、多様な研究グル

ープによる有機的な連携の下に、新たな視点

や手法による共同研究等の推進により、革新

的・独創的な学術研究の発展が期待されるも

ので、次の 1)～3)の全ての要件及び該当す

る場合は 4)の要件を満たすもの。  

 

1)基礎研究分野（基礎から応用への展開を目指

す分野を含む。）であって、複数の分野にま

たがる研究領域の創成や革新的な学術研究

の発展が期待されるもの。 

 

2)「(ⅰ)国際的な優位性を有する（期待される）

もの」、又は「(ii)我が国固有の分野若しく

は国内外に例を見ない独創性・新規性を有す

る（期待される）もの」。  

 

3)研究期間終了後に、個々の研究課題について

十分な成果が期待されるとともに、これまで

の学術分野の概念や方法論を変革すること

などが研究領域の成果として十分に期待さ

れるもの。 

 

4)過去に「新学術領域研究（研究領域提案

型）」又は他の研究費制度において採択され

た研究領域を更に発展させる提案について

は、当該研究費で期待された成果が十分に

得られており、それまでの成果を踏まえ、

更に強い先端的な部分の発展・飛躍的な展

開を図る内容となっているもの。 

 

○学問分野に新たな変革や転換をもたらし、既

存の学問分野の枠に収まらない新興・融合領

域の創成を目指す研究領域であって、少数・

小規模の研究グループによる有機的な連携

の下に、新たな視点や手法による共同研究等

の短期的な取組により、革新的・独創的な学

術研究の創成が期待されるもので、次の 1)

～3)の全ての要件を満たすもの。  

 

 

 

1)基礎研究分野（基礎から応用への展開を目指

す分野を含む。）であって、複数の分野にま

たがる研究領域や革新的な学術研究の創成

を目指すもの。  

 

2)「(ⅰ)国際的な優位性を有する（期待される）

もの」、又は「(ii)我が国固有の分野若しく

は国内外に例を見ない独創性・新規性を有す

る（期待される）もの」。  

 

3)研究期間終了後に、個々の研究課題につい

て十分な成果が期待されるとともに、これ

までの学術分野の概念や方法論を変革する

可能性を有することなど、（Ａ）への展開な

どが期待されるもの。 
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学術変革領域研究 

（Ａ） （Ｂ） 

領域（計画研究） 公募研究 領域（計画研究） 

審査時期 （※１） （※１） （※１） 

審査区分 ４区分（※２） － ４区分（※２） 

審査方式 
書面評価及びヒアリング 

⇒審査意見書を活用 

二段階書面審査 

（領域の運営に配慮する

方策を導入）（※３） 

書面評価及び合議審査 

⇒審査意見書を活用 

  

２ 審査時期・審査方式 

表２※１ 審査時期については、「５ 今後のスケジュール」において記載。 

表２※２ 審査区分表の大区分を四つの区分で括り、以下の４区分で審査を実施。 
   ①学術変革領域研究区分（Ⅰ） 

      大区分「Ａ」の内容を中心とする研究課題を審査。 
②学術変革領域研究区分（Ⅱ） 

      大区分「Ｂ」から「Ｅ」の内容を中心とする研究課題を審査。 
③学術変革領域研究区分（Ⅲ） 

      大区分「Ｆ」から「Ｉ」の内容を中心とする研究課題を審査。 
   ④学術変革領域研究区分（Ⅳ） 

      大区分「Ｊ」から「Ｋ」の内容を中心とする研究課題を審査。 

表２※３ 総採択件数の半数程度が若手研究者（博士の学位を取得後８年未満の研究者）となるよう若手研究者を 

積極的に採択。 
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学術変革領域研究 

（Ａ） 

中間評価 事後評価 

評価時期 

４年度目 

（研究期間５年間の４年度目） 

〇領域及び個々の計画研究の進捗状況を評価 

〇次の新たな応募がなされた場合に、評価資料

として活用 

〇２年度目（研究期間５年間の２年度目）に、

審査結果の所見等の指摘事項に係る対応状況

や領域の運営状況についてフォローアップを

行う 

６年度目 

（研究期間終了後の翌年度） 

〇当初の設定目的の達成状況を評価 

〇中間評価結果の所見等の指摘事項に関する対

応状況の確認 

評価方法 書面評価及びヒアリング 書面評価を原則とし、必要に応じヒアリング 

 
（参考）評価に係るスケジュールイメージ 

 
 
  

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目（最終年度） ６年目

採

択

領

域

決

定

公募研究（１回目）

公募・審査・採択

フォローアップ
採択時の所見における

指摘事項等を踏まえて改善

公募研究（１回目）研究実施期間

公募研究（２回目）

公募・審査・採択
公募研究（２回目）研究実施期間

中間評価

計画研究実施期間

事後評価

※改善がなされていない等、対応が不十分であると

判断した場合は、対応するよう指示する

表２３ 評価時期・評価方法 

表２※なお、（Ｂ）については、研究期間等を踏まえ、中間評価・事後評価は実施しない。 
（Ｂ）において実施した研究成果を基に（Ａ）へ応募を行うものについては、（Ａ）での審査を行う際、 
（Ｂ）における研究成果についてもあわせて評価（審査に加味）する。 
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４ 他の研究種目との重複制限 

学術変革領域研究における計画研究等の重複制限については、新学術領域研究（研究領域提案型）

における重複制限を基本的枠組みとしつつ、新設する学術変革領域研究（Ｂ）については、次代の

学術の担い手となる研究者が挑戦的な研究に取り組むことが可能となるよう以下のとおりとする。 

 

（重複応募・受給を認めるもの） 

〇学術変革領域研究（Ｂ）の領域代表者と、基盤研究（Ｓ）（代表者） 

〇学術変革領域研究（Ｂ）の領域代表者及び計画研究（代表者）と、挑戦的研究（開拓）（代表者） 

〇学術変革領域研究（Ｂ）の領域代表者と、特別推進研究（分担者） 

 
 
５ 今後のスケジュール 

（１）学術変革領域研究の審査スケジュール 

・初年度（令和２年度）の公募時期は令和２年度予算案閣議決定後（令和２年１月頃）を想定して

いることから、採択領域の決定時期が現行の新学術領域研究に比べて遅くなるが、２回目の公募

においては公募時期を前倒し、３回目の公募を目途に平準化していく。 
 

（２）学術変革領域研究の審査・評価業務の日本学術振興会への移管 
・文部科学省で審査を少なくとも２回程度実施し、（Ｂ）の応募状況等を踏まえ、審査方法等の改善

を図った後に日本学術振興会へ移管することを想定。 
・移管に当たっては、日本学術振興会学術システム研究センターにおける業務の増加が見込まれる

ことから、十分な体制の強化が必要である。 
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